研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　青南病院　　　　　　職　種　精神保健福祉士　　　　　氏　名　三国　彩香

	期　　間　平成28年11月17日

	出張目的　第5回日本精神科医学会学術大会　参加のため

	出 張 先　仙台国際センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体の考察
今回の研修では、平成28年度診療報酬が改定し、長期入院精神障害者の地域移行を進めるという理由により新設された「地域移行機能強化病棟」についてのテーマが多かった。また、熊本地震における精神科病院としての役割として、他精神科病院やDPAT、避難所機能施設等との連携を密に行うことが患者の安全確保につながることを実際の画像での被害状況や時間単位での対応状況を通じて再確認できた。今後、災害時でも対応できるようマニュアルの見直しや大地震を想定した訓練・対策等を検討すべきだと感じた。

地域移行機能強化病棟についてのシンポジウムを通して、設置の有無に関わらず長期入院患者が退院を拒む理由を傾聴・尊重し、個々の患者が求める地域資源やサービス等の紹介・提供により退院意欲の向上を図り短期間での退院支援を行いたいと感じた。そのために一人の精神保健福祉士として、また、青南病院の精神保健福祉士として、患者や家族、医療機関内外、地域に携わる方々との関わりを大切にしつつ業務に励みたい。

「熊本地震による被害と対応状況－精神科病院の視点から－」

座長：菅野　庸　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　災害精神医療対策専門対応チーム委員/医療法人菅野愛生会　こころのホスピタル・古川グリーンヒルズ　院長)

講師：相澤　明憲　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　地域移行推進委員会委員/

特定医療法人佐藤会　弓削病院　院長)
考察
各病院とも患者を安全な場所へ避難・退院の開始や県内外の病院への転院が時間単位で行われていることから患者の安全確保を第一に考えていると感じた。また、普段から病院や施設等との他機関連携を図ることで信頼関係を構築し、大地震のような予測不能な災害時でも円滑な転院調整や施設への退院支援を可能とすることが精神保健福祉士の特性を活かした最善の対応であると感じた。
研修要旨
平成28年4月14日（木）午後9時26分頃マグニチュード6.5の地震（前震）が発生し、益城町において最大震度7を観測した。そして、28時間後の4月16日（土）午前1時25分頃マグニチュード7.3の地震（本震）が発生し、西原村、益城町において最大震度7を観測した。

二つの大地震により熊本県の精神科病院も被災し、複数の病院において入院患者の転院を必要とする大きな被害が生じた。また、その他の病院においてもライフラインの被害により日常の医療活動の継続に大きな支障をきたすこととなった。

各病院の対応状況

	益城病院
	希望が丘病院

	14日21：26　前震発生

	被害確認（建物被害、停電、断水、漏水、ガス漏れ等）

	22：10　災害対策本部設置
15日
5：00　緊急避難措置
　　 10：00　自宅等の退院開始
　　 11：00　転院開始
　　 14：00　措置患者5名を
　　　　　　 こころの医療センターへ移送
　　 16：00　患者40名をセンターへ移送
　　 20：00　移送終了
	2：30　患者を院外へ避難
6：00　同院から東稜高校へ最初の患者到着
　　　 （体育館内にて病棟ごとに振り分ける）

9：30　高校へ移送した患者のうち5名を
　　　  こころの医療センターへ移送

　　　　県内病院へ転院開始
19：00　転院終了

	あおば病院

	16日 1：25　本震発生

	8：00　災害対策本部設置
10：30　隔離患者移送開始
11：00　ADL低下患者50名移送開始
15：00　佐賀DPAT到着
18：00　こころの医療センター移送開始（～17日：31名）
23：30　島根、鹿児島、福岡DPAT到着
県外病院へ移送開始～終了


問題点・今後の課題
①熊本県精神科協会とDPATの連携、役割分担の明確化
②転院調整の方法
③学校等の避難所機能施設との連携
④情報共有及びリーダー、責任者
⑤各種支援チームへの対応
⑥通信手段
⑦職員への対応（過労、ストレス対策等）
「精神科における地域包括ケアを考える」

座長：菅野　道　先生(一般財団法人　東北精神保健会　青葉病院　院長)

講師：佐久間　啓　先生(医療法人　安積保養園　あさかホスピタル　理事長・院長)
考察
知的障害や発達障害を持つ子どもから認知症高齢者まで幅広い年齢層に合ったサービス提供と、それに見合った専門職スタッフや施設等の充実は、患者への医療や地域生活を第一に考えていると感じた。また、病院内にアロマテラピーエルバやカフェチルコロ、Yショップ（コンビニエンスストア）、ユアーズオレンジノーツ（美容室）があり、「精神科病院＝暗い・怖い・古い」という印象を変えるような環境作りも大切だと感じた。

研修要旨
医療機関内外において共通の治療・支援プログラムとして「統合型地域精神科治療プログラム（OTP：Optimal Treatment Project）」を導入している。OTPは、多職種からなる支援チームが認知行動療法アプローチにより、積極的に患者や家族へ生物医学的・心理社会的側面から統合的なサービスを提供しており、その科学的根拠が実証されている。
当院の特徴的な施設
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D棟2Fアキュートケアユニット[プレッソ]（精神科救急入院料1）

救急患者の受け入れに対して積極的に取り組んでいる。「通院患者の状態急変」「未治療患者」「他医療機関に通院中で緊急の入院が必要になった患者」「行政機関」等の要請に対応しており、救急・夜間入口より救急診察室から直接保護室への移送が可能である。
A棟3Fふじ病棟（認知症治療病棟入院料1）

認知症高齢者の情緒の安定化、残存能力の活発化を図りながら、認知症による問題行動（せん妄、徘徊、暴力等）を改善し、安定した日常生活を回復させるため、さまざまな治療法を組み合わせて対処している。さらに、外来部門に「もの忘れ外来」を設置し、認知症の鑑別診断、家族へ認知症についての説明を通して心理的負担の軽減、認知症の早期発見により、認知症の進行を抑えるうえで大きな役割を果たしている。関連施設として介護老人保健施設（啓寿園）や介護老人福祉施設（カーサ・ミッレ、しらさわ有寿園）、認知症専門デイケア（ウェルデイケア）があり、上記施設で介護サービス（通所・入所サービス、介護予防訪問看護、訪問介護）が利用できる。
D棟4Fリハビリテーションセンター「ソーレ」（急性期作業療法）
急性期のストレス障害の患者には、「リラクゼーション等による適切な心の持ち方」「創作活動やスポーツによるストレスの発散」「グループ活動による不安気分の相互理解」等のプログラムを行っている。発達障害のリハビリテーションでは、作業療法士や言語聴覚士が「楽しく、目的のある遊び」を治療に取り入れプログラムを行っている。
B棟1Fデイケアセンター「イルマーレ」
精神科医の指示及び十分な指導・監督のもと、各専門職スタッフ（作業療法士・看護師・准看護師・精神保健福祉士・心理士・栄養士等）による「機能別デイケアプログラム」を展開し、再発の防止、自信の回復、就労等のステップアップを目指している。また、NPO法人アイ・キャン（指定相談支援事業所コンサル、地域活動支援センターアイ・キャン、多機能型支援事業所コラッジョ、共同生活援助事業ビータ、就労継続支援B型事業所みはる工房）、コムニタあさか（認知症専門デイケア（ウェルデイケア）、ウェル居宅介護支援事業所、ウェル訪問看護ステーション、安積地域包括支援センター）等の関連事業所との連携を図り、チームアプローチによる地域生活のサポートを行っている。

「地域移行機能強化病棟をどう活用する？～自院の立ち位置は今どこにある～」

座長：江原　良貴　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　地域移行推進委員会委員長/一般財団法人江原積善会　積善病院　理事長・院長)

堀井　茂男　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　常務理事/公益財団法人慈圭会　慈圭病院　院長)

地域移行機能強化病棟入院料（1日につき）1,527点

当該保険医療機関に1年以上入院している患者又は当該保険医療機関での入院が1年以上に及ぶ可能性がある患者に対し、退院後に地域で安定的に日常生活を送れるための訓練や支援を集中的に実施し、地域生活への移行を図る病棟であること。当該病棟の入院患者には、主治医を含む多職種が共同して、以下の支援を行うこと。このうち、アからオまでについては、入院患者全員に行う必要があること。個々の患者に応じた具体的支援の内容については退院支援委員会で議論し、退院支援計画に記載すること。これらの支援については、必要に応じ、退院後の居住先や日中の活動場所を訪問して行う必要があること。
ア保健所、指定特定相談支援事業所・指定一般相談支援事業所の職員、障害福祉サービス事業者の職員、ピアサポーター等との定期的な交流機会を通じた退院意欲の喚起
イ家事能力や服薬管理等、日常生活に必要な能力を習得する訓練や外出等、地域生活を念頭に置いた実際的なプログラムの実施

ウ退院後の医療の確保に関すること
（イ）通院医療機関の確保
（ロ）訪問診療及び訪問看護の必要性の検討（必要な場合には、対応可能な医療機関や訪問看護ステーションも確保）
（ハ）薬物療法のアドヒアランスの確認と安定に向けた介入

エ居住先に関すること
（イ）居住の場の検討と居住先（自宅を含む。）の確保
（ロ）居住先等での試験外泊や訓練の実施
オ退院後の生活に関すること
（イ）障害福祉サービスや介護保険サービス等の利用の必要性の検討

（ロ）後見人、補佐人又は補助人の必要性の検討
（ハ）退院後の相談支援に応じる者の検討と確保（指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者、市町村の精神保健相談員又は市町村の保健師等）
（ニ）症状の悪化時等、トラブル時の対処方法や連絡先の一覧の作成（作成した一覧の写しを診療録に添付するとともに、患者及び家族等患者の日常生活を支援する者に交付すること）
カその他

（イ）市区町村役所での諸手続や居住先で必要な日用品購入等への同行

（ロ）適切な日中の活動手段に応じた訓練
（ハ）活動場所への移動手段に応じた訓練
1.地域移行機能強化病棟の検討　会員病院意向調査を通して

講師：相澤　明憲　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　地域移行推進委員会委員/

特定医療法人　佐藤会　弓削病院　院長)
考察
　会員病院意向調査では、本年5月現在で199床以下の病院の81％が「届出の予定なし」と回答しており、小規模の病院での病床削減や精神保健福祉士の確保がいかに厳しいかが伺える。普段から八戸市を中心とした地域資源の理解を深め、施設等との密な連携を図ることで入院患者の退院後の居住先を検討・確保を目指していきたい。

研修要旨
2016年度の診療報酬改定で新設された「地域移行機能強化病棟入院料」は、許可病床を毎年減らすことが条件で高い報酬が得られるという、今までにない仕組みである。長期入院患者の地域移行を推進する活動の中で、この新たな仕組みをどのように位置付け、どのように対応するかは各病院にとって一つの課題となるものと思われる。そこで地域移行推進委員会では、本年5月会員病院に対して「地域移行機能強化病棟入院料」設置に関する意向調査を行った。その結果を示し、若干の考察を加え、今後の地域移行のあり方、ひいては今後の病院の医療活動のあり方に関して検討する資料として供したい。

調査は1207の会員病院に対して実施し、回答病院数が468病院、回答率は38.7％であった。

地域移行機能強化病棟入院料の届出の意向についての問いに対して、回答した病院の約3/4、73％が「届出の予定なし」だった。病床数で傾向を見ると、99床以下の病院では91％、199床以下でも81％が「予定なし」であり、「届出」及び「検討中」と回答した病院は2割にとどまった。一方で300床以上の病院では、「予定なし」は61％であり、「届出」及び「検討中」と回答した病院が4割に及んだ。比較的小規模の病院において、消極的な回答の率が高く、300床以上の大規模な病院では、積極的に検討する割合が比較的高いと言うことができる。

「届出済み」及び「届出予定中」の病院に対して行った削減予定の病棟についての問いに対して、ほとんどの病院が届出対象病棟を精神療養病棟としている。なぜそうなったか、はたしてそのほうが病院にとって有利であるのかはさらに検討する必要がある。

要件・基準のうちメリットと思われたことは、との問いに対して、「届出」及び「検討中」の病院では「既存の空床を削減することで報酬増になる」という項目と「いつでも変更前の病棟に戻すことができる」という項目がメリットであると答えた率が高く、「予定なし」と答えた病院の回答数と大きな差があった。報酬増が魅力となっており、またいつでも元に戻せるということは安心感につながっているものと思われる。

「届出予定なし」の理由についての問いでは、「削減する病床がない」が55％、「届出をしたいが要件が厳しい」が32％で、届出予定のない理由の大半を占めている。

要件・基準のうちどの部分が厳しいと感じるか、との問いに対して、「届出済み」及び「届出見込み」の病院では、「届出時病床稼働率90％以上」、「精神保健福祉士の確保」、「1年以上の長期入院患者の退院率1.5％」のいずれもが厳しいと考えているところが多い。一方「予定なし」の病院では、「年間に届出病床数の1/5の削減」を厳しいと考えているところが多い。現在「検討中の病院」においても「届出病床数の1/5の削減」を厳しいと考えているところが多い。届出に消極的な病院は、「病床削減」を厳しい基準だと考えており、削減することを決断して実際に届出を考えている病院にとっては、「1年以上の長期入院患者の退院率1.5％」、「精神保健福祉士の確保」が厳しい基準となっていると言える。

2.当院の地域移行機能強化病棟の試み

講師：江原　良貴　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　地域移行推進委員会委員長/一般財団法人江原積善会　積善病院　理事長・院長)

考察
　地域移行型支援ホーム（病院敷地内グループホーム）の設置により、病床削減や長期入院による退院意欲の低下・地域生活への不安等の解消が実現でき、また、地域移行機能強化病棟も設置することで今まで退院を拒んできた患者への退院支援につながるのではないかと感じた。
研修要旨
平成28年度の診療報酬改定により、地域移行機能強化病棟入院料が新設された。当院でも一つの精神療養病棟を地域移行機能強化病棟に一年間だけ切り替える計画を立てた。地域移行機能強化病棟には幾つかの条件がある。検討した結果、当該保健医療機関全体の精神病床数の90％以上の患者が入院していること、当該保健医療機関全体で、1年当たり、当該病棟の届出病床数の1/5に相当する数の精神病床を減らすことはクリアできそうだが、当該病棟からの1年以上の長期入院患者の自宅等への退院した数が、月平均で当該病棟の届出病床数の1.5％に相当する数以上であることは難しいのではないかと考えた。つまり、地域移行機能強化病棟として48床のベッドで行うことにしたが、毎月一人の長期入院患者を退院し続けないと維持できないのである。ここ数年の当院における長期入院患者の退院を見ると平成25年度5人、平成26年度3人と非常に少ない。理由としては、病状は良くなったが本人の退院意欲が低い、退院先がない、家族が反対している、アパートに退院したいが保証人がいない等が見られた。当院は近所にグループホーム29室、アパート28室を持っているが、退院を拒んでいる患者はそこにも行きたくないようである。そこで、地域移行型支援ホーム（病院敷地内グループホーム）の設置を考えた。現在入院している病棟の目と鼻の先に地域移行型支援ホームを建て、退院意欲の喚起を持たせようと考えた。建設中から出来上がってゆく過程を見てもらい、出来上がったら見学に行ってもらい、体験入所も考えている。気に入った患者は退院して個室での生活を味わってもらう。個室での生活が継続したい患者は、既存のグループホームやアパートに移ってもらうことも視野に入れた。しかしながら幾つかの問題点も上がってきた。65歳以上の患者には障害者総合支援法より介護保険が優先される。地域移行型支援ホームを利用するにはサービス等利用計画が必要となるが、65歳以上の患者は利用することができない。つまり、地域移行型支援ホームへの入所は年齢により可能な患者と不可能な患者が区別されてしまう。また、地域移行型支援ホームは最長2年の利用しかできない。これらのことを鑑みて65歳以下で退院先がなく、仕方なく長期の入院となり、少しの自信とサービスがあれば退院可能と考えられる患者が適応となる。それらの患者を対象として、地域移行機能強化病棟と地域移行型支援ホームの両方を利用し、今までは退院を拒んでいた患者に対して新たな試みを行っていこうと考えている。

3.大阪における精神科在院患者数調査結果から見る地域移行機能強化病棟

講師：長尾　喜一郎　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　医療経済委員会委員/

医療法人長尾会　ねや川サナトリウム　理事長・院長)

考察
　「精神科地域移行実施加算」及び「地域移行機能強化病棟」は長期入院患者の地域生活への移行が目的となっているが、後者は地域生活を念頭に置いた訓練や居住先の確保等を行ったうえでの短期間の退院が可能となり、長期入院患者にみられる保護者の問題（不在、高齢化、遠方等）が解消され、家族との関わりが希薄となることを防ぐことができるのではないかと感じた。

研修要旨
国の施策である「平成12年度精神障害者社会的入院解消事業」が大阪で始まり、平成15年には厚生労働省はモデル施策として「精神障害者退院促進事業」を開始し、平成18年には「都道府県地域生活支援事業」に位置付けられ全国展開がなされ、平成20年度からは「精神障害者地域移行特別対策事業」が始められた。平成21年には「今後の精神医療福祉のあり方検討会」の報告書がまとめられ、そこでは目標値についても示され、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念を推進するための各種施策が行われてきた。入院治療の多くを担う公益法人日本精神科病院協会は、平成24年に「我々の描く精神医療の将来ビジョン」の中で、「入院治療の医療から、地域医療・地域ケアへ」と基本方針を自ら掲げている。

そのような経過の中で平成28年度診療報酬改定が行われ、地域移行機能強化病棟という驚くべき病棟が出現し、今年度その取得に向けた取り組みが始められている。日精協会員病院では、平成28年度初旬に実施した調査において、会員病院1206病院中17病院が「届出済みおよび届出見込みがある」と回答し、107病院が「検討中」としている。許可病床を毎年減らさなければ維持できないというこれまでに例のない病棟であり、病院経営はもちろん地域の精神科医療に量的質的な影響を与えるものである。これまで診療報酬において平成20年度に創設された「精神科地域移行実施加算（入院期間5年を超える患者を5％退院させた実績等が要件）」が推進されてきたが、今回の病棟は入院期間1年を超える、若しくは超えると予想される患者を対象としており、さらに入院期間の短縮がなされていることがわかる。
4.地域移行機能強化病棟と適正病床数を考える

講師：野木　渡　先生(公益社団法人日本精神科病院協会　政策委員会委員/医療法人

微風会　浜寺病院　理事長)

考察
　小規模の病院であればあるほど適正病床数を明確にしなければ病院運営自体に大きな影響を及ぼすため、地域移行機能強化病棟の設置は慎重に考えなければならないことだと感じた。また、病床数が200床だとすると年間12床ずつ病床削減しなければならないと知り、患者1人ひとりの退院支援の積み重ねが重要であると感じた。

研修要旨
今春の診療報酬改定で『地域移行機能強化病棟』という包括制病棟が選択肢の一つとして組み込まれた。これらは精神病床の削減を目的としていることは明らかであり、端的に言えば病床の買い上げということにあてはまるのかもしれない。

歴史的に見ると、精神衛生法が制定された昭和25年当時の精神病床数は2万床にも満たなかったが、昭和29年7月の全国精神障害者実態調査によって精神障害者の全国推定数は130万人、うち要入院患者数は35万人で、病床数はその1/10にも足りないことが判明する。このことを反映し、同年、法改正により非営利法人による精神病院の設置及び運営に要する経費に対し、国庫補助の規定が設けられ、精神病院ブーム現象を呈し、昭和39年のライシャワー事件も重なり、右肩上がりで病床数は増え、昭和54年には30万床を超えることになる。これらは国策により誘導されたものであり、その精神病院の運営母体の殆どは民間であり、且つ、当初の達成目標に比較的短期間で到達しており、国としては成功事例だったのかもしれない。しかしながら、平成に入ると病床数は概ね横ばいとなり、平成5年の36.3万床をピークとして、平成27年（精神保健福祉資料）には33.8万床（在院患者数約30万人）に減少し、時代のニーズは『病院完結型医療』から『地域完結型の医療・介護』と変わり、政策は今までとは正反対の方向である精神科病床の減少を提言し、地域包括ケアシステムの構築が前提とされるようになる。

現実的にも病床利用率は89.5％（平成26年6月末：平成26年日精協総合調査）であり、年々低下の一途をたどっている。減少の理由としては、さまざまな誘因（人口減少、早期治療、新しい向精神薬の開発、社会の受け入れ体制の充実等）があると思われるが、一方では外来患者数及び入院患者数の増加等、増加要因がないわけではない。

また、平成24年6月に開催された精神科医療の機能分化と質の向上等に関する検討会で「今後の方向性に関する意見の整理」が発表され、今後の精神科医療においては「新たな長期在院者を作らないことを明確にするため、『重度かつ慢性』を除き、精神科の入院患者は一年で退院させ、入院外治療に移行させる仕組みをつくる」との方針が出された。本年4月には『重度かつ慢性』基準案なるものが発表され、これらの基準が何らかの形で今後の入院継続に影響を与える可能性が高い。

今後の自院の適正病床数はどのようになるのか、我々にとっては不安なところであるが、必要病床数はなかなか予想しづらいのも事実である。
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